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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成29年６月28日付提出の第21期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）有価証券報告書において、記載

事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであ

ります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第３　設備の状況

２　主要な設備の状況

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

（連結損益計算書関係）

※５　減損損失

（金融商品関係）

２．金融商品の時価等に関する事項

（企業結合等関係）

１．株式交換による企業結合

(8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計

算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

関連当事者情報

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．関連当事者との取引

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員

 

３【訂正内容】
　訂正箇所に下線を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

第３【設備の状況】

２【主要な設備の状況】

　　（訂正前）

平成29年３月31日現在における当社グループの設備、主要な設備の状況は次の通りであります。

(1）提出会社

（中略）

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員
数

（名）
建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬
具
（千円）

工具、器
具及び備
品
（千円）

土地
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

株式会社
ミュゼプラ
チナム

事務所
（東京都
渋谷区）

美容

事務用設
備、美容脱
毛サロン店
舗

1,369,232 929,683 174,328 － 284,964 2,758,209 3,643

株式会社不
二ビュー
ティ

事務所
（東京都
渋谷区）

美容

事務用設
備、エステ
ティックサ
ロン店舗

3,619,062 40,046 983,844 2,717,829 292,646 7,653,429 820

株式会社
エカテリー
ナ

事務所
（東京都
渋谷区）

美容 事務用設備 4,407 － 1,628 500 749 7,284 8

株式会社
リーガルビ
ジヨン

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 9,203 － 2,171 － 25,626 37,001 47

株式会社
リーガル
キャリア

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 5,873 － 3,894 － 733 10,501 26

株式会社
東京ハウス
パートナー

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 － － 682 － － 682 2

Ｋ２Ｄ株式
会社

事務所
（東京都

港区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 － － 611 － － 611 5

株式会社
スカイリン
ク

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ

事務・開発
用設備

2,870 0 585 － 230 3,685 34

株式会社
リアルビ
ジョン

事務所
（東京都

港区）
システム開発

事務・開発
用設備

－ － 75 － － 75 －

株式会社
ソアーシス
テム

事務所
（東京都
新宿区）

システム開発
事務・開発
用設備

1,345 － 707 － 10,213 12,267 36

株式会社
上武

事務所
（東京都
新宿区）

システム開発
事務・開発
用設備

1,001 58 1,076 － 96 2,232 83

（注）１．上記の金額には、免税事業者に該当し税込方式を採用している連結子会社を除き、消費税等は含まれており

ません。

２．従業員数は就業人員であります。

３．「その他」の主な内訳は、リース資産、ソフトウェア、ソフトウェア仮勘定、建設仮勘定であります。
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　　（訂正後）

平成29年３月31日現在における当社グループの設備、主要な設備の状況は次の通りであります。

(1）提出会社

（中略）

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員
数

（名）
建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬
具
（千円）

工具、器
具及び備
品
（千円）

土地
（千円）

ソフト
ウェア
（千円）

合計
（千円）

株式会社
ミュゼプラ
チナム

事務所
（東京都
渋谷区）

美容

事務用設
備、美容脱
毛サロン店
舗

1,369,232 929,683 174,328 － 224,561 2,697,805 3,643

株式会社不
二ビュー
ティ

事務所
（東京都
渋谷区）

美容

事務用設
備、エステ
ティックサ
ロン店舗

3,619,062 40,046 983,844 2,305,836 81,430 7,030,219 820

株式会社
エカテリー
ナ

事務所
（東京都
渋谷区）

美容 事務用設備 4,407 － 1,628 500 749 7,284 8

株式会社
リーガルビ
ジヨン

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 9,203 － 2,171 － 25,626 37,001 47

株式会社
リーガル
キャリア

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 5,873 － 3,894 － 733 10,501 26

株式会社
東京ハウス
パートナー

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 － － 682 － － 682 2

Ｋ２Ｄ株式
会社

事務所
（東京都

港区）

メディア・コ
ンサルティン

グ
事務用設備 － － 611 － － 611 5

株式会社
スカイリン
ク

事務所
（東京都
渋谷区）

メディア・コ
ンサルティン

グ

事務・開発
用設備

2,870 0 585 － 230 3,685 34

株式会社
リアルビ
ジョン

事務所
（東京都

港区）
システム開発

事務・開発
用設備

－ － 75 － － 75 －

株式会社
ソアーシス
テム

事務所
（東京都
新宿区）

システム開発
事務・開発
用設備

1,345 － 707 － 10,213 12,267 36

株式会社
上武

事務所
（東京都
新宿区）

システム開発
事務・開発
用設備

1,001 58 1,076 － 96 2,232 83

（注）１．上記の金額には、免税事業者に該当し税込方式を採用している連結子会社を除き、消費税等は含まれており

ません。

２．従業員数は就業人員であります。
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第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　（訂正前）

記載なし

 

　　（訂正後）

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当連結会計年度から適用しております。

 

（連結損益計算書関係）

　　（訂正前）

※５　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失額

東京都渋谷区
（株式会社スカイリンク）

― のれん 116,201千円

東京都新宿区
（株式会社上武）

― のれん 59,939千円

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失額

東京都新宿区
（株式会社ソアーシステム）

― のれん 24,291千円

東京都新宿区
（株式会社上武）

― のれん 18,289千円

　資産のグルーピングは、会社または事業を単位として行っております。

　連結子会社である株式会社スカイリンク、株式会社上武及び株式会社ソアーシステムののれんについては、株式

取得時の事業計画を見直した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたし

ました。
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　　（訂正後）

※５　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失額

東京都渋谷区
（株式会社スカイリンク）

― のれん 116,201千円

東京都新宿区
（株式会社上武）

― のれん 59,939千円

　資産のグルーピングは、会社または事業を単位として行っております。

　連結子会社である株式会社スカイリンク及び株式会社上武ののれんについては、株式取得時の事業計画を見直し

た結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。

　なお、回収可能価額は使用価値にて測定しており、将来キャッシュ・フローを9.50％～14.48％で割り引いて算

定しております。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失額

東京都新宿区
（株式会社ソアーシステム）

― のれん 24,291千円

東京都新宿区
（株式会社上武）

― のれん 18,289千円

　資産のグルーピングは、会社または事業を単位として行っております。

　連結子会社である株式会社ソアーシステム及び株式会社上武ののれんについては、株式取得時の事業計画を見直

した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。

　なお、回収可能価額は使用価値にて測定しており、将来キャッシュ・フローを9.26％～9.27％で割り引いて算定

しております。

 

（金融商品関係）

２．金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度（平成29年３月31日）

　　（訂正前）

（前略）

（注）１.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項は、次のとおりであります。

（中略）

 

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

 
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

①投資有価証券   

非上場株式 1,579,795 1,611,840

非上場外国株式 49,891 52,893

②関係会社株式   

子会社株式 42,535 58,085

合計区分 1,672,222 1,722,818

 

上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、時価情報の時価開示の対象としておりません。
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　　（訂正後）

（前略）

（注）１.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項は、次のとおりであります。

（中略）

 

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

 
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

①投資有価証券   

非上場株式 1,579,795 1,611,840

非上場外国株式 49,891 52,893

②関係会社株式   

子会社株式 42,535 58,085

資産計 1,672,222 1,722,818

①長期預り金 ― 16,129,825

負債計 ― 16,129,825

 

非上場株式、非上場外国株式及び子会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、また、長期預り金については、返済期間を見積もることができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるから、いずれも時価情報の時価開示の対象としておりません。

 

（企業結合等関係）

１.株式交換による企業結合

（８）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及びその算定方法

　　（訂正前）

売上高 11,365,094千円

（概算額の算定方法）

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算出された売上高と、当社の連結損益計算書

における売上高との差額を影響の概算額としております。損益情報については、概算額の算定が困難であ

るため、記載を省略しております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

　　（訂正後）

売上高　　　　　　　　　　　　　　　 11,569,047千円

営業利益　　　　　　　　　　　　　　　　 25,629千円

経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　177,666千円

税金等調整前当期純利益　　　　　　　　　313,979千円

親会社株主に帰属する当期純利益　　　　　466,473千円

１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　32.34円

 

（概算額の算定方法）

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算出された売上高及び損益情報と、当社の連

結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

ただし、被結合企業は、企業結合年度において決算期変更を行っております（当事業年度は６ヶ月決

算）。被結合企業の売上高及び損益情報の算出については、被結合企業の前事業年度に係る下半期６ヶ月

分を当事業年度６ヶ月分に合算する方法によっております。

この他、概算額には、当社及び当社の他の連結子会社との間での内部取引及び事業シナジー、並びに税

額計算及び税効果については、算出が困難であるため、これらを反映しておりません。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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【関連当事者情報】

（前略）

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．関連当事者との取引

（中略）

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員

　　（訂正前）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

重要な子
会社の役
員が議決
権の過半
数を所有
する会社

株式会社
Ｇ．Ｐホー
ルディング

東京都
渋谷区

－
子会社の
支配・管理

－ 資金の貸付

貸付金の
回収

15,000 － －

利息の
受取

4,287 － －

重要な子
会社の役
員が議決
権の過半
数を所有
する会社

株式会社
ＡＬＦ

東京都
渋谷区

－
不動産の
賃貸

－

資金の貸付
貸付金の
回収

470,000 － －

社員寮の
賃貸及び
家賃支払

－ － 差入保証金 2,730

福利厚生費
(売上原価)

10,608 － －

福利厚生費
(販管費)

12,414 － －

従業員の

出向受入
給与手当 △5,565 未収入金 1,005

業務の受託 雑収入 1,800 － －

重要な子
会社の役
員が議決
権の過半
数を所有
する会社

学校法人た
かの友梨学
園

東京都
渋谷区

－ 専門学校 －

商品の販売 売上高 890 売掛金 297

業務の委託 研修教育費 5,138

未収入金

15,883

従業員の

出向
給与手当 △11,678 －

資金の貸付 － － 短期貸付金 15,000

資金の貸付 － － 長期貸付金 281,518

銀行借入債
務被保証

銀行借入債
務被保証

32,560 － －

重要な子
会社の役
員が議決
権の過半
数を所有
する会社

株式会社ア
ドマンクリ
エイティブ

東京都
渋谷区

－
広告代理
店業

－ 債権の譲渡 債権譲渡 282,700 未収入金 282,700

（注）１．取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）株式会社G.Pホールディングは、連結子会社の取締役が議決権の過半を有しております。

(2）株式会社ALFは、連結子会社の取締役の近親者が議決権の過半を有しております。

(3）支払家賃は、市場価格を参考に合理的に決定しております。

(4）貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(5）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して連結子会社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定してお

ります。

(6）学校法人たかの友梨学園における借入金32,560千円に対し、連結子会社は債務保証を行っておりますが、保

証料の受取は行っておりません。

（後略）
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　　（訂正後）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

重要な子
会社の役
員が議決
権の過半
数を所有
する会社

株式会社ア
ドマンクリ
エイティブ

東京都
渋谷区

－
広告代理
店業

－

キャラク
ター管理

支払手数料 270

未払金 49,781

広告宣伝活
動の支援

広告宣伝費 48,971

重要な子
会社の役
員が議決
権の過半
数を所有
する会社

株式会社
リード

東京都
渋谷区

－
広告代理
店業

－

チラシの企
画・制作・
印刷・ポス
ティングの

委託

広告宣伝費 41,366

未払金 178,715

販売促進費 832

（注）１．当連結会計年度において、対象となる連結子会社は消費税免税事業者であるため、取引金額及び期末残高に消

費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して連結子会社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しており

ます。

（後略）
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